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概 要 
昨今、国内の人口減少、産業の市場成熟化より、企業の更なるグローバリーゼーションやダイナミックな経
営変化が企業に求められている。残念ながら、大多数の中小ファミリー企業ではその様な外部環境変化に対応
する事が出来ず、旧体制のビジネスを国内で継続すること余儀なくされている。多数のファミリー企業では後
継者は継承せず黒字でも廃業する企業も出てきた。今後は団塊の世代が 70歳を超えリタイアを迎えるにあたり、
後継者不在から始まる中小ファミリー企業の大廃業時代に突入する事が想定されている。 
平成 30年 4月に政府は経営承継円滑法を実施。大幅に継承条件を円滑化することで相続税・贈与税を猶予す
ることを決めた。日本国内でもファミリービジネスが次世代に継承されていくことは、雇用や経済の観点から
も急務な課題となっているのは明確である。 
そんな中、後継者が事業を引継ぎ乍らも市場開拓・企業価値向上をしているファミリー企業の事例もある。
筆者もファミリー企業の事業後継者であり、後継者がどのように能動的にプロセスを踏めばファミリービジネ
スの永続的発展、企業価値向上に繋がるかを考察した。 
まず先行研究においてファミリービジネスの特徴、優位性、後継者のアントレプレナーシップが求められて
いる事を確認した。さらに、ファミリービジネスの後継者がどのように新規事業を取組んでいくのか。また後
継者のリーダーシップ形成がどのようにできるのかを概説し、後継者の能動的新規事業への取組みプロセスの
仮説を構築した。仮説の検証はインタビュー形式で行い特に市場開拓を成し遂げようと試みているファミリー
企業の後継者に行った。 
インタビューの結果、先人から継承した既存のファミリービジネスの領域から周辺・革新領域へと、後継者
が問題意識を持ち能動的に解決していく事でファミリービジネスの企業価値向上を行っていることが理解でき
た。また、そのプロセスの過程では後継者だけでなく社外第三者と協働で社会的ミッションに取組む必要性が
高い事が示された。最後に、後継者である筆者自身のファミリービジネスの今後の取組みについて述べる。 
 今後、ファミリービジネス後継者が直系の次世代であろうが社員であるかに関わらず、多くの人が継続承継
を志し、更に社会的ミッションを持って事業承継する人々が増えていくような世の中になっていくことを望む。
その際には、どのようにして後継者は先人たち含む既存ビジネスと向き合い、新たな領域のビジネスに第三者
を巻き込みながら形成していけば良いのか。伝統という襷を受け取りながら変革を成し遂げていけるかについ
て、一つの方向性を示すことができれば幸いである。 
 目次 
第１章 序論 ........................................................... 5 
第一節 研究の目的・背景 .............................................. 5 
第二節 本論文の構成 .................................................. 6 
第２章 ファミリービジネスとは何か ...................................... 7 
第一節 ファミリービジネスの構造 ...................................... 8 
第二節 ファミリービジネスの強み弱み .................................. 9 
第二節 ファミリービジネスの問題意識 ................................. 10 
第３章 先行研究 ...................................................... 13 
第一節 ファミリービジネスの先行研究 ................................. 13 
第一項 ファミリーとビジネスの関係 .................................. 14 
第二項 ファミリービジネス大賞から学ぶ教訓 .......................... 16 
第二節 後継者とは................................................... 17 
第一項 後継者の入社までのキャリアについて .......................... 17 
第二項 後継者入社後のリーダーシップについて ........................ 18 
第三節 ファミリーとビジネスの戦略について ........................... 20 
第一項 ビジネスプラン .............................................. 20 
第四節 先行研究のまとめ ............................................. 22 
第４章 仮説の立案と対象企業の選定 ..................................... 23 
第一節 本研究における検討課題と検証方法 ............................. 23 
第二節 事例研究のための対象企業の選定 ............................... 26 
第三節 検討方法 .................................................... 27 
第５章 事例研究 ...................................................... 27 
第一節 小橋工業株式会社 ............................................. 27 
第二節 三星グループ ................................................. 32 
第三節 株式会社武田産業 ............................................. 37 
第四章 株式会社スノーピーク ......................................... 42 
第五節 事例研究まとめ ............................................... 47 
第一項 既存ビジネス認識について .................................... 47 
第二項 後継者新規事業取組みについて ................................ 48 
第六章 考察 .......................................................... 50 
第一節 仮説の修正................................................... 50 
第二節 新たな仮説の導出 ............................................. 50 
第三節 新たな仮説の検証 ............................................. 52 
第七章 結論及び結論の限界 ............................................ 53 
第一節 結論 ........................................................ 53 
第二節 結論の限界................................................... 53 
第八章 自社への提言 .................................................. 54 
謝辞 .................................................................. 58 
参考文献 .............................................................. 59 
 第１章 序論 
第一節 研究の目的・背景 
WBS に入学した背景はファミリービジネスに焦点をあて、ファミリービジネスの永続的
発展には何かしらの理由があり、それを解明し自社に踏襲したいと考えたからである。フ
ァミリービジネスは公開企業と違いその内容について多くは語られていない。時にファミ
リービジネスの中には未公開であったとしても公開企業以上に世の中に多く価値を生み、
メディアでも多く取り上げられる企業が一部ある。しかしその一方、近年では生産性が決
して高くなく将来性がみえず閉塞感が漂うファミリービジネスが大半ではないだろうか。 
経営者の平均年齢は中小ファミリー企業を中心に、過去 20 年で 40 歳代から現在では 60
歳をこえていることらから事業承継が進んでいないことがみてとれる1。 
 
図 1-1年代別に見た中小企業の経営者年齢の分布 
(％)
35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上
1995年 4.0 8.8 17.0 18.2 17.1 14.6 9.5 5.0 2.3 1.5
2000年 3.7 6.6 11.6 19.5 19.1 15.8 11.1 6.2 2.8 1.6
2005年 3.6 6.4 9.2 14.1 21.4 18.1 12.3 7.5 3.7 2.0
2010年 4.2 6.8 9.2 11.4 15.9 21.0 14.3 8.4 4.5 2.7
2015年 3.5 7.6 9.8 11.4 12.8 16.1 17.8 10.6 5.4 3.7  
(株)帝国データバンク「COSMOS2(企業概要ファイル)」 
経営者の高齢化に加えて従業員人口も大きく減少することも想定されている。わが国の
生産年齢人口（15 歳～64 歳）は 1995 年の約 8,700 万人をピークに減少に転じている。2015
年には約 7,700 万人まで減少し、この減少傾向は将来にわたって継続すると見込まれ 2060
年には約 4,800 万人となることが想定されている2。経営者の高齢化・後継者不足、深刻な
従業員不足がすでに始まっている。 
近年の外部環境の急激な変化から、中小ファミリービジネスにおいても業界シェアの高
いリーディングカンパニーは新たな技術革新をどんどん取り込み生き残りをかけ、力のな
い企業は淘汰され業界再編がすさまじいスピードで進み、繁栄と衰退の二極化が進んでい
くであろう。しかし、ファミリー企業が社会に与える影響を考えたときに、規模を問わず
ファミリービジネスが永続的発展することは経済性や利便性だけでなく、それ以上の地域
                                                   
1 経済産業省(2017)中小企業白書 
2 渡部恒朗(2017)「業界メガ再編で変わる 10年後の日本」東洋経済新報社 
や社会の課題解決に貢献できることがあるのではないかと筆者は期待している。 
 折しも政府も、後継者や従業員不足を主要因とした中小ファミリー企業の黒字廃業の抑
止に向け、平成 30 年に事業承継円滑化法案の特例措置も創設し大幅に税制緩和する事に舵
を切った。政府も中小ファミリー企業が廃業することは、国や地域の力を弱め社会的な価
値を損失することだと強く認識している事がうかがえる。 
 このような外部環境の変化が激しい中、ファミリービジネスの後継者は従前の既存ビジ
ネスを守り継続する事だけではなく、これからの世の中では世の中をよくしたいという意
欲や使命感が更に高いレベルで求められ、それによって社会での存在意義を高めていく必
要があるのではないだろうか。親や先代が引いた上のレールを走るだけの世代交代では、
中長期的視点からはファミリービジネスが衰退の一歩を辿るだけであることは示唆されて
いる。ファミリービジネスの後継者はもう一度、創業者と同様に新たなモノづくり・コト
づくりを行い、企業を永続的な発展に導いてく大切な社会的使命があると筆者は考える。 
 本研究では、ファミリービジネス後継者が新規事業へ取組むプロセス、また事業化する
要件を明らかにする。対象ファミリー企業は、先人より引継いだビジネスを継承するのみ
でなく、後継者が能動的に新しい課題解決だけでなく新規事業に取組み、伝統と革新の力
をもって新規事業に取組み社会的価値を創出している企業を選定した。 
 研究を進めていく視点としては、後継者が新規事業を通じて自社を変革する創造プロセ
スと既存ビジネスの調整、加えて第三者との関係性を中心に解明する。 
 
第二節 本論文の構成 
第 2 章からは、ファミリービジネス後継者の新規事業取組みに向けて、まずはファミリ
ービジネスの特色、非ファミリー企業とはどのような違いがあるかを述べる。特色を理解
したうえでファミリービジネスのメリットデメリット、またそれらのファミリービジネス
の課題の解決にむけてどのような取り組みがなされているのかを概観し、その中で筆者が
感じた問題意識について述べる。第 3 章では、先行研究を検証する。初めにファミリービ
ジネスについて分析する。次に後継者について分析し、ファミリービジネスの世代を超え
たサイクルについて述べる。最後に後継者がファミリービジネスでとる戦略を述べる。 
 第 4 章では、第 3 章で示した先行研究から抽出した、後継者の新規事業の取組みプロセ
スを初期仮説として示す。あわせて、研究する事例対象企業と、検討方法について述べる。 
 第 5 章では、仮説検証のために行ったファミリービジネス後継者 4 名へのインタビュー
内容および考察を示す。 
 第 6 章では、初期仮説の考察を行う。インタビュー結果から明らかとなった後継者によ
る新規事業取組みのプロセス、およびその事業化要件について考察し、修正仮説を示す。
第 7 章では、本論文の結論および当研究の限界を述べ、第 8 章では自社での取り組みにつ
いて述べる。 
 
第２章 ファミリービジネスとは何か 
同族企業が多いのは世界共通である。世界 27 か国の企業規模上位 20 社についてデータ
分析を行った所、創業者一族が株式の 20％以上を保有している企業の比率は全体の平均
30%になる事を明らかにしている3。日本についても、2000 年時点での日本上場企業 1367
社のうち、約 3 割が同族企業であることが示されている4。 
日本国内で長寿企業といえば 6世紀に創業した神社仏閣建築業に携わる金剛組、また 718
年に創業した法師旅館は有名である。法師旅館はパリに本部を持つ 200 年以上続く約 30
社のファミリービジネスの選ばれた団体である The Henokians にも所属している。この厳
選されたクラブに所属を認められるには条件があり、ファミリービジネスが創業者の直系
の子孫によって過半数が所有され、経営され、しかも財務的にも健全に運営されている事
が条件とされている。 
ファミリービジネスの定義はまさにさまざまである。定量的には株式保有比率をもとに
判断するケース、定性的にはファミリー一族自身が経営を行っているか否かと判断するケ
ースもある。特にファミリー一族が経営を行うか否かについては、日本では独特の養子と
いう慣習も存在する。アシックスやスズキなどの日本を代表する企業では、能力の高い後
継者をファミリーに迎え、その人物をファミリーと企業に一体化させることでファミリー
企業を後世まで継承しているケースもある5。これは家（ファミリー）を継ぐ事と、事業を
継ぐことを同一にするという強い一族の価値観がファミリービジネスにも反映されている。 
一方、事業の発展とともに経営も高度な専門スキルが経営者には求められていることか
ら、LIXIL やカルビー、サントリーなどは経営者を外部から招集しファミリーは株主とし
                                                   
3 La Porta.,Lopez-de-Silances,F&Shleifer,A (1999) Corporate Ownership around the world. Journal of 
Finance 
4 Mehrotra,V.et al(2013)Adoptive expectations: Rising sons in Japanese family firms. Journal of 
Financial Economics 
5 入山章栄（2015）ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学 
て、経営と所有の分離をするパターンもある6。 
以上のようにファミリービジネスには多様なとらえ方があり一般的に承認され合意され
ている定義は存在しない。 
それを踏まえ本論文でのファミリービジネスの定義は、後継者の新規事業取組みについ
ての要綱を確認するため「創業家が今日まで経営の主体であり続け、規模の大小によらず
自立し、自立した経営状況にあり、代々継承される行動模範・経営における規律を堅持す
る経営の持続性に加え、地域に貢献するという経営哲学から地域との密着性を具備する創
業家企業」7とする。つまり創業家が中心となり社会に価値提供貢献している企業という、
広義な概念でファミリービジネスと捉えて進めていく。 
 
第一節 ファミリービジネスの構造 
 ファミリービジネスとは図表 2-1 スリー・サークルモデルで示されているように、ファ
ミリー、ビジネス、オーナーシップという 3 つのサブシステムが有機的に絡み合いながら
営まれている8。 
図 2-1スリー・サークル・モデル 
 
（出所）ジョン・A デーヴィス（1999）「オーナー経営の存続と継承」 
 
非ファミリー企業とファミリー企業と大きな異なる点については、創業家を代表とした
ファミリーを考慮してビジネスを運営する点である。オーナーシップとファミリーの交点
は資産、特に自社株式の承継プラン加えて後継者の教育プラン。オーナーシップとビジネ
                                                   
6 入山章栄（2015）ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学 
7 経済産業省（2010）地域経済産業活性化対策調査 
8 Gersick et al.,(1997 )Life Cycles of the Family Business 
スの交点は、非ファミリー企業でも同様であるが企業経営戦略である。ファミリー独自な
ものとして、後継者育成やファミリーへの富の分配等様々なことを同時並行で対応してい
かなくてはならない。 
 またランデル ・カーロック(2010)9はファミリービジネスの前提で留意しなくてはならな
いことをのべている。それはファミリーと経営を図表 2-2 のように二軸で考えた場合、フ
ァミリーとビジネスでは正反対の事象であり両者は意思決定のありかたやコミュニケーシ
ョンにおいてそれぞれに全く違ったかたちを必要とする事である。しかし、実践ではファ
ミリーか経営をとるかの二者択一ではなく、一見正反対にみえるものを同時に並行的に実
行していくことがファミリービジネスには求められている事を理解しなくてはならない。 
図表 2-2 ファミリーとビジネスの二軸 
 
（出所）ランデル カーロック(2010)「ファミリービジネス最良の法則」 
 
第二節 ファミリービジネスの強み弱み 
 ファミリービジネスの強みは二点ある。一点目は、経営者が大切にしている価値を超長
期的な視点で事業運営に反映する事ができる点である。公開企業のように四半期ごとの業
績開示義務もなく、短期財務リターンを求める投資家がいないという外部環境から、目先
の利益だけでなく家族も含めた超長期的な発展を目指すために結果的にブレのないビジョ
ン、戦略をとることができる点である10。 
二点目は、圧倒的株式を支配する経営トップによる迅速な意思決定できる点である。大
型の買収案件や業界への貢献、地域への富の配分等様々なファミリービジネスと経営者一
族の思いを迅速に意思決定し実行に移す事ができる。時には営利目的でなく、社会責任を
より重視した場合も多い。具体的には業界や地域、スポーツ分野等ファミリー企業がユニ
ークな形で貢献している事例もある。 
                                                   
9 ランデル S カーロック(2010)「ファミリービジネス最良の法則」 
10 入山章栄（2015）ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学 
弱みについては三点ある。一点目は企業、経営者の財務面の課題である。日本の中小フ
ァミリー企業の資金調達手段は、土地を担保とした銀行借入を中心とした間接融資が大半
であり、限定された資金調達手段はファミリービジネスにとっては課題の一つである。 
銀行借入に伴う銀行との関係構築の手段として創業家が個人保証を銀行差入れしている
場合も多く、銀行との関係構築は経営における最重要項目の一つである。後継者が銀行に
対しても個人保証を差入れする場合もあり、ネガティブな事象が避けられない場合が多い。 
創業家の財務面でも課題はある。ファミリービジネスを継続していく過程の中に自社株
の相続税を支払いながら資産を形成していく結果、創業家個人の資産は自社株保有が大半
の内訳になってしまい、流動資産が極めて低くなってしまっている場合が大半である。本
来、創業家はファミリー企業にとって最後の資金調達手段として機能しなくてはならない
が、その役目を果たせる場合が少ない。ビジネス、創業家の両面で財務面の課題は多い。 
二点目は、資質に劣る後継者が創業家から経営者として選ばれてしまう点である11。こ
れは大きな問題であり、企業の低迷や時には破壊を呼び起こす場合もある。親子だからと
いって贔屓目は禁物であり、仮に経営の資質や能力がないのであれば、経営と所有の分離
をする事がファミリー企業においては必要である。ファミリー企業の企業規模が拡大すれ
ば、経営者にはより高度な経営能力が求められる場合も同様である。 
三点目は社内ガバナンスが弱い点である。創業者や後継者が会社での違法行為や暴走し
た場合、それを止めるはずの取締役会が実質機能していない場合多い。社外取締役を導入
する事で強固なガバナンスシステムを構築する企業も公開企業では進んでいるが、中小フ
ァミリー企業ではファミリーメンバーに加え、経営者一族に繋がりの深いメンバーのみで
取締役会が構成されている事が大半であり、経営者の違法行為や暴走をとめるようなガバ
ナンスシステムは存在していない。ファミリー且つ公開企業である大王製紙ですら、創業
家後継者の資金の使い込みを社内ガバナンスシステムで食い止めることができなかった事
例もある。これはいかに理論以上に創業家の発言権が強く、実践として社内ガバナンスを
機能させることが難しいのかがよくわかる一例である。 
 
第二節 ファミリービジネスの問題意識 
 リーマンショック以降、東証一部上場の中小企業向け M＆A 仲介企業での成約件数は
年々右肩上がりを続けている。その中で特筆したいことは、図表 2-3 からわかるように近
                                                   
11 入山章栄（2015）ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学 
年では買収企業も中小企業が多い事であることである。つまり M＆A は大企業だけでなく
中小企業にも当たり前の時代であり、業界の再編、有能な人材確保といった目的の手段と
して定着している。 
 
図表 2-3企業規模別に見た、買収により子会社・関連会社が増加した企業数の推移 
（2006年度=100）
年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
中小企業 100.0 104.8 106.8 117.8 109.6 119.2 125.3 135.6 141.8 179.5
大企業 100.0 89.7 79.3 81.8 73.3 70.6 82.0 80.9 77.3 89.4  
（出所）経済産業省「企業活動基本調査」 
 また図表 2-4 より M＆A の売り手サイドのアンケート結果からは、事業の成長、不振打
開が M＆A で企業を売りにだした要因である。これは、インターネットの普及と共に産業
構造が大きく変化している事が起因していると一般的にいわれている。旧産業体制で中小
ファミリー企業は業界シェアが低ければ業界低迷と連動して業績も低迷しており、未来の
見えない企業には後継者も入社させず自主廃業、もしくは M＆A での売りをしていく負の
スパイラルが始まる。 
 
図表 2-4 M＆Aの相手先経営者年齢別に見た、相手先の M＆Aの目的 
(％)
事業の承
継
従業員の
雇用の維
持
業績不振
の打開
事業の成
長･
発展
会社債務
に対する
経営者等
の
個人保証
解除
株式譲渡
による
利益確保
ノンコア
事業
の売却
株式譲渡
による
所有と経
営
の分離
その他
40歳代以下(n=49) 28.6 42.9 34.7 38.8 12.2 10.2 6.1 2.0 8.2
50歳代(n=94) 38.3 42.6 47.9 33.0 11.7 6.4 12.8 2.1 3.2
60歳代(n=214) 49.1 40.2 36.4 27.1 5.6 7.5 6.1 2.3 3.7
70歳以上(n=83) 67.5 49.4 26.5 20.5 10.8 9.6 3.6 4.8 2.4
全体(n=472) 47.7 41.5 37.1 27.5 8.3 7.4 7.2 2.8 4.2  
（出所）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2017）「成長に向けた企業間連携等に関する調査」 
中小企業の M＆A の将来展望としても更に別の厳しい現実が訪れる事が想定される。
2020 年に東京の人口がピークを迎えた以降、国内殆どすべての自治体で人口減少が加速化
すれば需給の悪化から不動産価格の下落傾向が鮮明になる。このようなシナリオのもとで
は中小ファミリービジネスが銀行からの資金を調達することが限界を迎え、最悪継続融資
を絶たれるシナリオがせまっている12。不動産を除いた本業の業績が、銀行の基準に満た
ない中小ファミリー企業は銀行主導の強いられた統廃合が起こり、現状以上に M＆A は加
                                                   
12 米田隆（2016年）企業会計 
速的に進んでいくと考えられる13。 
 では今後、中小ファミリー企業で M＆A が加速していく厳しい環境下、企業の価値、す
なわち世の中がファミリー企業に期待する価値は何なのかという本質について考える必要
がある。ブルッキングス研究所のマーガレット・ブレア博士とトマス・コーチャン教授が
編集した「新しい関係―アメリカの会社における人的資本」（2000）という本の中に次のよ
うな記載がある。アメリカで株式を上場している企業全体の 1978 年末における市場価値総
額の内訳で、機械や設備や建物の有形資産の価値が占める比率が 83%、20 年後の 1998 年
末における同様の算出をしたところ 31％までにしかならないという結果になった。この数
字をみた岩井は（2003）14は土地や安い労働力、それに変わる機械を導入すれば収益が出
ており、その有形固定資産が欲しく M＆A をしていた旧産業主義から、知識やノウハウと
いった知的資産、その中で特に顧客との関係性、ブランド、特許権、特に経営者、従業員
のヒトの力が評価されている時代となる。つまり、企業の価値は過去資本の差で語られて
いた旧産業構造とは全く違うお金で買うことのできない差異性を作り出す企業やその人間
の知識、能力の無形資産であると述べている15。 
企業の価値が財務資本に加え知的資本に価値がシフトしていることは明確である。 
 
図表 2-5 企業価値、知的資本の構成概念 
         
（出所）船橋仁（2007）「知的資本概念とその活用」 
ファミリービジネスにおいては、世の中がファミリー企業に期待する知的資本を後継者
が理解し、市場にそのファミリー企業しか有していない唯一無二の価値を発信することが
                                                   
13 米田隆（2016年）企業会計 
14 岩井克人(2013)会社はこれからどうなるのか 
15 岩井克人(2013)会社はこれからどうなるのか 
できれば、既存のビジネスを守るのと同時に新しい産業体制で新規市場を開拓し、ファミ
リービジネスが永続的に発展できるチャンスは残っているとも考える事ができる。 
 
第３章 先行研究 
 本章では、ファミリービジネスの先行研究を取り上げる。ファミリービジネスの研究に
ついては、現経営者が果たす役割からはじまり、次世代に関心が拡大した後、両者並びに
利害関係者と関係性に焦点が移行してきた16。ヨアキム・シュワス（2005）17はファミリー
ビジネスを 3 つの典型的な形態「一代で終わるファミリービジネス」「多世代にわたって継
続するものの常に経営危機に晒されているファミリービジネス」「何世代にもわたり成長し
ていく企業家精神に満ちたファミリービジネス」に分類した。 
本章でも「何世代にもわたり成長していく企業家精神に満ちたファミリービジネス」の
解明に向けその要素を先行研究から分解し、第一節ではファミリービジネスについて、第
二節ではファミリービジネス後継者について、第三節ではファミリービジネスの戦略につ
いて段階的に論じる。ファミリービジネス後継者が価値ある事業を創出するための示唆を
得るために、これら 3 つの分野からプロセスを導き出す。 
 
第一節 ファミリービジネスの先行研究 
時代の流れには誰も逆らえず、世代承継はすべてのファミリービジネスにとって避けて
通れないことである。永続的にファミリービジネスを発展させていくためにもファミリー
ビジネスの経営者が次世代を育てることはとても重要な点である18。 
一方で、世代承継を進めていくにつれて新たな障壁として、創業時に比べ親族間同士で
関係が希薄になってしまいファミリービジネスについてコミットメントが下がる可能性が
ある事、ファミリーの人数が増え経済的にも分散が進む事がある。本来強みであったファ
ミリーとしての強い結びつきやコミットメントも世代とともに作らなければ、ファミリー
ビジネスが存続していく事は難しい。 
何世代にもわたり成長していくファミリー企業において一族の親近性とアイデンティテ
ィの問題は一族の事業にとって最大の機会であると同時に最大の脅威にもなる。 
                                                   
16 後藤俊夫（2012）ファミリービジネスにおける事業承継 
17 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件 中央経済社 
18 Poza,E,J(1998)Managerial Practices That support Interpreneurship and Continues Growth Family 
business Review 
 図表 3-1 同族企業の好機と脅威 
 
（出所）米田隆（2018）の図を引用 
 
第一項 ファミリーとビジネスの関係 
 ランデル・カーロック（2010）19は、ファミリービジネスではファミリーの目的とビジ
ネスの目的が不一致であり、そのニーズを後継者は同時並行で対応していかなくてはなら
ない。それには次の 5 つの項目を適切なバランスをとり実行していくことが重要であると
示唆している。 
 
図表 3-2ビジネスのニーズとファミリーの期待から求められる 5つの“C” 
 
（出所）ランデル カーロック(2010)「ファミリービジネス最良の法則」 
 
「コントロール」物事をどのように決定をしていくか。図表 3-2 で示したようにファミ
リーメンバーはファミリーとビジネスという各々違った役割を担うことから、ファミリー
                                                   
19 ランデル・カーロック（2010）ファミリービジネス最良の法則 ファーストプレス 
ビジネスにおける意思決定が複雑なものになる事がしばしばしあり、それをマネージメン
トしなくてはならない。 
「キャリア」 創業家であっても、事業運営会社の一員となりビジネスを他の従業員と一
緒に行うスキルセットやマインドセットが必要となる。基礎があってこそファミリービジ
ネスでもリーダーシップを発揮できる。ビジネスが高いスキルを求めるのであれば、後継
者はより高いキャリアを保有していなければ次世代のファミリーメンバーとしてもビジネ
スに参加する資格はない。 
「文化」すべてのファミリーは一連の価値観や暗黙知を所有し共有する必要がある。こ
れらの一族の価値観がファミリービジネスの文化を形作っている。価値観がビジネスに影
響を与える事も多く、創業者個人ではなく創業家がファミリービジネスを通じて唱えた理
念・文化に賛同する事で、ファミリービジネスを纏め上げている 
「資本」ファミリービジネスでは財務的資本と人的資本への投資がある。ビジネスによ
ってもたらされた利益をどう使うかについての意思決定は、すべてのファミリービジネス
において非常に大切な事項となる。また時には、後継者がファミリービジネスから離れた
い際の非常事態も想定してプランしていくことが重要である。オーナーシップの問題がビ
ジネスの妨げにならないことを保証する場合もある。 
最後に「つながり」ファミリービジネスのメンバーの多くは強固で永続的な家庭的関係
の維持を望んでいる。家族関係はビジネスを軸にして形成されている場合が多くファミリ
ーメンバーはお互いに、創業家およびビジネスを通じて関係が築かれる。この強固で永続
的な関係はファミリーに特別な感覚を植え付け、ファミリーを繋ぎとめている。
 第二項 ファミリービジネス大賞から学ぶ教訓 
 スイスのローザンヌにあるビジネススクール IMD では優れたファミリービジネスに賞
を授与している。大賞を選考するにあたり、ファミリービジネスの大賞企業は次の 7 つの
基準を満たす事を示している20。 
① 少なくとも三世代以上にわたり事業を所有し経営し続けていること 
② 長期間にわたり安定的に確固たる収益性を示現していること 
③ 業界での主要商品を提供し、市場で高い評価を獲得している事 
④ 効果的なガバナンスシステムを確立し維持している事 
⑤ 国際的な事業展開に成功していること 
⑥ 伝統とイノベーションの効果的融合を実現している事 
⑦ 事業を行っている地域において、社会貢献を行い、良き企業市民として手本となる活
動に従事している事 
ヨアキム・シュワス（2005）21によれば大賞に選ばれたファミリー企業は基準をクリア
していることに加え別の共通点も多いと述べる。 
それは何世代にもわたり内外の経営環境の変化に対して高い適応能力を持ち続けている
こと、一族の事業を将来に向かって成功に導くような一族内の意思決定、次世代リーダー
育成を可能にしていること、最後に一族こそが一族の事業の究極的な推進者であると述べ
ている。 
以上の対象に選ばれた共通点を纏めた結果、ファミリービジネスは以下の 3 つ戦略が必
要だと示唆している。 
・成長に基づく一貫した一族のビジョンを持っていること。 
・成長というコンセプトを採用するにあたって、まずは個人として次に一族の事業のビジ
ネスリーダーとしての役割という観点から、最終的には一族の事業それ自体の成長にお
いてという風に順次成長というテーマを発展的に展開させていること。 
・成長という共通の切り口で一族構成員・株主・経営者そして純粋な個人という異なる利
害関係者の次元でみたすすべてのニーズを結び付けていること。 
                                                   
20 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件 中央経済社 
21 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件 中央経済社 
第二節 後継者とは 
後継者の使命として、自分の能力を他のメンバーに証明し、経営幹部からの信頼を勝ち
得ていかねばならない22。将来が約束されており周りから自分が特別な人間という甘美な
感覚をもたらすと同時に、周囲から大きな結果が要求されている存在でもある23。 
高い期待に応えられなければ、既存取引先や社員から大きな信頼の低下に繋がり、時に
は先代が築いてきた既存ビジネスを崩壊させてしまう要素も秘めている。 
また一方で、後継者が承継プロセスで特にチャレンジングな点は、親世代に組み込まれ
たファミリービジネスでいかに自立した存在になるかという事である24。ファミリービジ
ネスでは現経営者が 20 年から 30 年以上といった長いリーダーシップを発揮している場合
が大半であり、時に長期のリーダーシップは社会とのズレが生じているといった課題も内
包している場合も多い。しかし、これを跳ね除け且つ先代を無視せずに周囲との関係性を
通じながら自らの独自性や影響力を発揮することを繋げないとならないという、一件矛盾
する様な事を取組まなくてはならないのが現実である25。本節では後継者の入社までのキ
ャリアと入社後のキャリアについて先行研究を振り返る。 
 
第一項 後継者の入社までのキャリアについて 
どの様なプロセスを踏めばファミリービジネス後継者はよきリーダーになれるのかとい
う議論は先行研究でも議論されている。後継者の新卒入社では、早期から従業員と親密性
が確保できるという積極的側面が存在すると同時に、仕事上の経験や学習などの環境的制
約という消極的側面もある26。他方、他社経験後の入社では、後継者の外部経験が従業員
の信頼や後継者の自尊心の高揚に繋がる積極的な側面が存在すると同時に、後継者の外部
経験に基づく行動が組織内部での衝突に繋がる、加えてはファミリービジネスに入社した
くないという消極的な側面も示されている27。 
つまり、どちらかがよいという議論ではなくメリット、デメリットを理解して後継者は
どのようにしては社内外から信頼を得る事ができるか、そして業務を通じて自身の正当性
を高められかが重要である。 
                                                   
22 Christensen C.R(1953)Management Succession in Small and Growing Enterprises Harvard Business Press 
23 Gersick et al.,1997  Life Cycles of the Family Business 
24 落合康裕（2015）事業承継のジレンマ 
25 Gersick et al.,1997  Life Cycles of the Family Business 
26 Barach J.A.,＆ Ganitsky.J.B(1995)Successful Succession in Family Business Family Business Review8 
27 落合康裕（2015）事業承継のジレンマ  
 図表 3-3 ファミリービジネスにおける後継者の入社タイミングの比較 
 
（出所）落合康裕(2015)「事業承継のジレンマ」 
 
第二項 後継者入社後のリーダーシップについて 
 入社後のキャリアはファミリー企業の環境変化、後継者の能力・リーダーシップに伴っ
て変化していく必要がある。ヨアキム・シュワス（2005）28は後継者が時の経過とともに 3
つのリーダーシップの段階的なプロセスを経験するべきことを示している。それは Do（=
実行してみせる）、Lead to do（=導いて実行させる）、Let do(=任せて実行させる)の三段階
のリーダーシップフェーズである29。 
「実行する」フレーズではファミリービジネスの後継者が積極的に自身で活動する初期
の時期である。一族の事業を理解し学ぶという明確な目標をもち、階級とすれば低い位置
から関与を始めるフェーズである。後継者は個人としての自己成長を進んで行う必要があ
る。 
「導いて実行させる」フェーズでは後継者が一族のリーダーシップの役割を明確に定義
され権限を持ったリーダーシップの役割を持つ地位に昇進することになる。 
「任せて実行させる」ステージでは、事業承継者が次世代の Do フレーズをカバーする
フェーズである。この段階的なプロセスを承継者世代ごとに順々と経験していくことで後
                                                   
28 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件  
29 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件 
継者のリーダーシップを養っていく必要があると述べている。 
 
図表 3-4リーダーシップ進化の過程 
 
（出所）ヨアキム・シュワス(2015)「ファミリービジネス賢明なる成長への条件」 
 
この段階的なプロセスを実践するにあたり、後継者が陥ってしまう興味深い 3 つの教訓
も同時にヨアキム・シュワスは提示している30。 
一点目は、後継者は一族事業に参加するやいなや「導いて実行させる」フェーズにいき
なり進み、「実行してみせる」フェーズで十分に学び、後継者の能力を開発するステップを
省いてしまっている点。 
二点目は、エネルギーを注力する範囲があまりにも狭い場合が多い点。公開している大
企業に引きずられ経営の利害関係の次元にあまりにも急にリーダーシップを主張する事に
注力して、一族の所有や周囲からの十分な承認や他社へのニーズを十分配慮することなく、
むしろ他の利害関係者の利益を犠牲にして後継者自らのニーズだけに過剰注力している点。 
最後三点目は、後継者に共感形成に必要な感情が欠落している点。経営ニーズだけに狭
くその行動をしてしまう結果、一族の利害関係者に対する共感や配慮が欠落し自己中心的
になりがちだという場合が多い。 
以上を纏めると後継者はチャレンジを続ける事で自分の能力を高め、リーダーシップを
自分の力で勝ちとらなければならない。リーダーシップを勝ちとる事にはプランが重要で
あり、後継者が体系的に且つ予め課題を理解し、そしてその課題への対応を計画的に行う
ことを示している。 
                                                   
30 ヨアキム・シュワス（2005）ファミリービジネス賢明なる成長への条件 中央経済社 
 第三節 ファミリーとビジネスの戦略について 
 ランデル・カーロック（2010）31はファミリービジネスにとって代々受け継がれてゆくビ
ジネスをより戦略的にプランニングすること、そして成長するうえで新しい機会を探求し
続けることが必要だと述べている。 
ビジネスプランを練るということは組織の規模の大小関わらず、すべての企業で行って
おり、一般的にはビジネスプランニングには 3 つの形態がある。 
第一段階は経営者が現時点で起こっていることに対してごく近い将来について何らかの
決断を下していくというその場かぎりの対処的プランニング。第二段階はより広い視野で
状況を把握しながら行う適応力プランニングである。第三段階は会社の規模が拡大また組
織が複雑になった場合、将来の意思決定とアクションに重点を置く長期的プランニングで
ある32。ピータードラッガー(1997)33も長期的なプランニングとは、未来についての意思決
定を扱うものではなく、現在の意思決定が未来にどう影響するかについて扱うものである
と述べている。第二章で述べたファミリービジネスの強みである超長期的視点からビジネ
スの戦略的な利益を考慮する「持久力（Patience）」を中心にプランニングをすることがフ
ァミリービジネスには好ましいとされている。 
 
第一項 ビジネスプラン 
 すべての会社は市場の中で競争環境に晒されている。どんなファミリービジネスでも会
社の現状や成長の見込める領域について数多くの見識が備わった際には自社の強みが競争
上の強みに昇華するような、そうした魅力的な市場の中に企業を位置づける必要がある34。 
ランデル・カーロック（2010）35は企業の事業戦略を強化するということはこうした市場
の移動を可能にする行動を明確にすることである。ファミリー企業が有するビジネスにお
ける価値創造の将来性を明確にすることは、後継者にとって必要であると述べている。 
図表 3-5の様に、事業の戦略的な可能性を探るモデルに 6つの戦略的方向付けを定義し、
ファミリービジネス方針が企業の能力と外部環境にどのように対応しているかを示した。 
                                                   
31 ランデル・カーロック（2010）ファミリービジネス最良の法則  
32 ランデル・カーロック（2010）ファミリービジネス最良の法則  
33 Drucker Pieter (1997) The future has already happened Harvard Business Review 
34 ランデル・カーロック（2010）ファミリービジネス最良の法則  
35 ランデル・カーロック（2010）ファミリービジネス最良の法則  
 図表 3-5リーダーシップ進化の過程 
 
（出所）ランデル カーロック(2010)「ファミリービジネス最良の法則」 
 
① 業界におけるリーダー的存在を目指す 
② 市場でのシェア拡大 
③ 新たな機会を求めての資源の再配分 
④ 企業家的戦略 
⑤ 能力を強化する 
⑥ 撤退 
ここでランデル・カーロック(2010)36が特筆していることはファミリービジネス後継者が、
企業家的戦略をとることは戦略方向付けとして常に可能であるということである。 
 ビジネス戦略では、今後ファミリービジネスが直面すると思われるすべての事態に対応
しているわけではなく、むしろそれは予期せぬ状況下での対処法についての指標を与える
ものになる。周到にビジネスプランを策定することによって、ファミリーの価値観やビジ
ョンを反映した意思決定が可能となる。即ちファミリーやオーナーの存在は、ビジネス戦
略を理解したうえで価値観やビジョンを支援するのであればファミリービジネスにとって
競争上の強みとなる。 
                                                   
36 ランデル カーロック(2010)「ファミリービジネス最良の法則」 
 第四節 先行研究のまとめ 
 ここまでの先行研究で共通して重要であることは、後継者のアントレプレナーの存在で
ある。これによってファミリービジネスの存続が左右され、超長期的な社会的企業として
の存在を確保できる。 
さらに、ファミリービジネス後継者のリーダーシップに関する先行研究から、後継者が
社会的価値を創出し続けるために必要な段階的ステージと能動的なリーダーシップの重要
性を導き出した。ファミリーとビジネス戦略に関する先行研究からは、ファミリービジネ
スをより成長させることの必要性を理解する事で、後継者が効果的な戦略を長期的に取れ
る事を確認した。この中で特筆されていることは、どのような企業のステージであったと
しても、後継者は企業的戦略をとることつまり新規事業取組みが可能であるという示唆も
得た。しかし、事業化のプロセスにおいても要件の抽出のみに留まっており、後継者が具
体的にどの様なプロセスで実現していく事が好ましいかは検証されていない。 
 
図表 3-6先行研究のまとめ 
 
 
（出所）落合(2015)を引用し筆者作成 
 
そこで、本研究においては後継者にとって具体的に取組む新規事業のプロセスやビジネ
ス領域・その事業創造プロセスを明らかにしたい。 
 
第４章 仮説の立案と対象企業の選定                    
第一節 本研究における検討課題と検証方法 
本研究では、ファミリービジネス後継者が新規事業への取組むプロセス、事業化する要
件を明らかにしたい。リサーチクエスチョンを以下のように設定し、仮説の構築および検
証を行う。 
・ファミリービジネス後継者は入社後どのような役割でリーダーシップを発揮すべきか 
・後継者が取組む新規事業でどのようなメンバーで取組みをするのか 
・後継者が取組む新規事業はどの様な分野が良いか 
新規事業を取組む際に、時に後継者はイノベーションなことにも挑戦する必要がある。
イノベーションの源泉の一つは既存の知と、別の既存の知の新しい組みあわせにあるとも
いわれている37。変化は小さくとも、全体の組み合わせを変える事で、革新的なイノベー
ションが起こりえるが、他方で企業は身近な知だけを活用しがちなのでイノベーションを
起こす際には後継者のしらない遠い分野の知が必要な場合もある38。以上のことから、後
継者が単独で事業を行っていくのか、別の知を持っている第三者サポーターと共に取組ん
でいくのかを切り口として着目する。後継者がファミリービジネスに入社した後、どのよ
うなプロセスで新規事業を取組むべきかを明らかにするために、以下を仮説とし検証いた
したい。 
  
仮説① 
「後継者は先代と既存事業を行った後、周辺・革新領域に段階的に取り組むべきである。」 
仮説② 
「後継者は周辺・革新領域の事業には外部メンバーを巻き込み取組んでいく事が必要であ
る。」 
 
 この初期仮説をもとに、インタビューを通した事例研究を行うことによって、後継者の
具体的な新規事業創造について検証していく。
                                                   
37 入山章栄（2015）ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学 
38 入山章栄（2015）ビジネススクールでは学べない世界最先端の経営学 
 ＜後継者と新規取組事業の領域についての分類方法＞ 
後継者の新規取組事業を分類するにあたり、後継者が第三者サポーターとも協働して取
組むのか自身で行うかを縦軸。新規に取組む分野を既存、新規事業で横軸にした。新規事
業でも更に細かく分類し、その会社にとって新しい事は周辺領域、その会社、世の中にと
っても新しい領域を革新領域と設定した。この 2 軸のアプローチから、後継者と外部パー
トナー、後継者の取組む新規分野の領域がどのような位置関係にあるのかを示しているの
が図 4-1 である。 
 
図表 4-1後継者新規事業の分類 
 
（出所）筆者作成 
 
後継者がファミリービジネスに入社後、どのような役割をふみながら後継者の能力、リ
ーダーシップを発揮するのか、またどのような領域に取組むかを図 4-1 の中に当てはめ後
継者の新規事業取組みについて分析していく。パターンを整理すると、図表 4-2 のように
5 パターンが考えられそれぞれ詳細を分析する。 
 
 
  
図表 4-2後継者とパートナー、領域の組み合わせパターン 
組み合わせ 名称 
事業領域 外部パートナーの巻き込み 
既存 周辺・革新 既存 第三者 
パターン① 先人共存型 〇 × 〇 × 
パターン② 後継者主導型 × 〇 ×～〇 × 
パターン③ 後継者主導革新型 × ◎ × × 
パターン④ 後継者能力補完型 × 〇 × 〇 
パターン⑤ 後継者能力補完革新型 × ◎ × ◎ 
(出所)筆者作成 
 
【パターン①】：先人共存型 
本組み合わせは、旧来よりとられている事業承継のパターンである。既存先人から受け
継がれている資源（ヒト、モノ、カネ）を中心に先人が行っていた事を踏襲していく。後
継者は、既存取引先に対して高いパフォーマンスを発揮することが求められる。社内にお
いても、先人とのリレーションは重要である一方、後継者自身が入社後リーダーシップを
発揮する機会が少ない。後継者にとって既存ビジネスに興味がない場合では後継者のモチ
ベーションが上がらないネガティブ要素もある。 
【パターン②】：後継者主導型 
 本組み合わせは、その企業にとって新しい事である周辺領域を後継者がトライするパタ
ーンである。後継者が一人で行う場合もあるが、既存社員を引き連れて行うこともある。
後継者がリーダーシップを発揮できる機会は十分あり、失敗が許される場合も多い。先行
論文でも後継者は既存領域に取組む前に、周辺領域に取組失敗できる環境を与えるべきで
あるという意見も多い。このパターンは、先人達の理解できる領域での周辺事業取組みで
あり先人とのコミュニケーションも取りやすい。一方、取組むことが限定的な領域であり
成功したとしてもファミリービジネスに経済的なインパクトが少ない場合が多い。 
【パターン③】：後継者主導革新型 
本組み合わせは、能力の極めて高い後継者が世の中にとって新しい革新的な事業に取組
むパターンである。後継者は世の中や既存ビジネスがおかれている環境の課題等を確り理
解する必要がある。先人達も後継者の思いや問題意識を確り理解して認識しなければ、コ
ミュニケーション材料が乏しく理解ができず、時には後継者のチャレンジを親心からスト
ップさせてしまう場合もある。失敗する確率がほとんどのため、飛地に後継者は取組んで
はならないとも言われていた。 
【パターン④】：後継者能力補完型 
本組み合わせは、その企業にとって新しい事を後継者が外部メンバーを巻き込んでトラ
イするパターンである。後継者が外部パートナーを巻き込んで行うことで、ファミリービ
ジネス単体で行う以上に高いリーダーシップや既存領域の認識が求められる。後継者のみ
で行うより外部メンバーを巻き込めることで、取り込める領域は充分広がる。先人達の理
解できる周辺領域であり先人とのコミュニケーションは取りやすい。 
【パターン⑤】：後継者能力補完革新型 
本組み合わせは、能力の高い後継者が世の中にとって新しい革新的な領域事業を第三者
と協働でトライするパターンである。後継者はより高い問題意識や世の中を良くしたいア
ントレプレナーシップが求められる。また外部パートナーも巻き込む観点から高いリーダ
ーシップも必要とされる。先人達も後継者グループを理解しなければ、理解は難しくコミ
ュニケーションが要望される。時には後継者のチャレンジをストップさせてしまうことも
ある。 
 
第二節 事例研究のための対象企業の選定                 
 事例研究対象としては、第一節にて初期仮説として掲げた各々のパターンに該当すると
考えられる後継者が新規事業に取組んでいる企業を抽出した。 
 
＜対象企業＞ 
（１）小橋工業株式会社 
（２）三星グループ  
（３）武田産業株式会社 
（４）株式会社スノーピーク 
 
 
第三節 検討方法 
仮説を検証する上で、対象ファミリー企業の後継者への個別インタビューを行った。ま
た、出版物や web の記事を補足として適宜用い、下記の項目および視点について分析を行
った。 
 
＜インタビュー対象者＞ 
（１）小橋工業株式会社       ：代表取締役社長 小橋 正二郎氏（後継者） 
（２）三星グループ        ：代表取締役社長 岩田 真吾氏 （後継者） 
（３）武田産業株式会社      ：代表取締役社長 武田 美奈子氏（後継者） 
（４）株式会社スノーピーク    ：代表取締役社長 山井 太氏  （後継者） 
 
＜分析項目＞                                     ＜分析の視点＞ 
① 既存ビジネスの認識 
後継者の初期価値観形成                後継者の価値観、何をもって入社したか 
先代とのコミュニケーション         どのような教訓をえたのか 
              
② 新規ビジネスの発信 
新規ビジネスへの取組み                  取組んだ領域について 
新規ビジネスに取組んだ背景        後継者のアントレプレナー 
新規ビジネスチームの組成             チームやネットワークは存在しているか 
 
第５章 事例研究 
本章では、第 4 章で示した取材項目に沿って、初期仮説を検証する 
 
第一節 小橋工業株式会社 
 本節では、農業用機械を中心に耕耘爪、トラクター用ロータリー、野菜収穫機を製造・
販売する小橋工業株式会社の検証を行う。 
 
＜会社概要＞ 
 小橋工業株式会社は岡山県岡山市に本拠をもつ創業 108 年の農業用機械部品の製造会社
である。初代小橋勝平が鍛冶屋としてスタートした。その後岡山の農作地としての開拓と
共に万能工作機を開発、その後数多くの製品を開発し農業用機械部品の製造では市場シェ
アトップ群にいる。商品の評判は高く岡山を中心とした国内生産をしている。 
 
小橋工業株式会社の会社概要 
正式社名 小橋工業株式会社 
本社所在地 岡山県岡山市南区中畦 684 
設立 1960 年 
創業 1910 年 
代表者 代表取締役社長 小橋 正次郎 
事業内容 農業機器の生産、販売 
資本金 1 億円 
小橋工業株式会社の沿革 
西暦年 内容 
1910 年 小橋勝平が鍛冶屋を創業設立 
1950 年 万能耕昨機を考案 
1952 年 有限会社小橋農具製作所を設立 
1960 年 小橋農具製作所と小橋鍛工を合併し小橋工業株式会社を設立 
1961 年 耕耘爪工場竣工 
1976 年 小橋金属株式会社設立 
1990 年 社長交代 
2007 年 R&I 中堅企業格付けで「aaa（トリプル a）」を取得 
2016 年 社長交代（小橋正二郎） 
企業理念 
事業理念 
農業の手作業を機械に置き換える 
経営理念 
商いと後始末 
「商い」市場ニーズに合った商品を品揃えする事「後始末」在庫と不良売掛金をゼロにする事 
（出所）筆者作成：小橋工業株式会社 ＨＰより 
図表 5-1-1小橋工業の取扱既存商品39 
 
 
                                                   
39 小橋工業株式会社 HP 
① 既存ビジネスの認識 
＜後継者の初期価値観形成＞ 
過去、小橋工業はファミリー企業同士が合併した経緯からファミリー間での不仲が続い
ていた経験があった。現会長（小橋氏父親）は、このような教訓から今後次世代のファミ
リー間で不仲があってはならないというお考えをお持ちであり、次世代ファミリーメンバ
ーから会社に入社させるファミリーメンバーは一名と決めていた。現会長は小橋氏とその
お兄様を集め、ファミリー会議を行い会社に入社する意思があるか否かの意思決定を求め
た。結果、お兄様がご辞退され小橋氏が後継者になる事を決意表明した。小橋氏は学校卒
業後外部で一年働いたのち、2008 年同社に入社する。 
小橋氏は後継者候補生として入ったが「素質がなければ退社する」という覚悟で入社し
た。入社後の配属では既存部門の担当を持つことはなく、現会長である父親から社長補佐
として社長業の勉強を主に行った。 
＜先代とのコミュニケーション＞ 
入社から 3 年間は社長補佐業として、現会長との小橋氏は多くの会話の中で、現会長が
社内の出来事にどのような意思決定を下し、どのように従業員と接するのかを学んだ。 
社長補佐を 3 年やった後、現会長から最初に任されたプロジェクトは自社株の対策と、
ファミリービジネスに属しているファミリーメンバーの整理であった。社長補佐業をやり
ながらプロジェクトを終了させたが、小橋氏はそのチャレンジングなプロジェクトを通じ
て「現会長は嫌なことであってもなんでもやるという気概なり覚悟を私に試したのではな
いか」と当時を振り返る。入社以降現在までコミュニケーションは密にとられている。 
 
②新規ビジネスの発信 
＜新規ビジネスへの取組み＞ 
周辺領域への取組み。2013 年同社にとって初めての既存商品の海外展開検討を始める。
小橋氏が中心となり、3 年間かけて海外展開をするか否かの周辺事業を行った。 
革新領域への取組み。ある日、小橋氏が新聞で藻の研究と可能性について述べている記
事があり、そこに可能性を感じ、飛び込み営業で出会ったのが株式会社ユーグレナである。
株式会社ユーグレナの出雲社長と面談を重ねた結果、小橋工業が既存ビジネスで保有して
いる農機の畔を作る技術が、当時課題であった藻の培養設備に転用できるのではないかと
いうことで合意し共同研究を始めた。 
共同研究を長年行い、2014 年 9 月には事業資本提携を行うこととなった。その際のプレ
スリリースで株式会社ユーグレナは「微細藻類の効率的かつ安定的な培養方法にかかる共
同研究開発契約を二社で締結し、水田造成技術を活用した燃料用ミドリムシ培養設備の建
設方法確立や建設コスト低減に向けた共同研究を進めた。今後は、水田型培養設備の大規
模化・試験運用にも着手しながら、燃料用ミドリムシの生産コスト削減に向けた共同研究
を推進していっている」40と発表。同プレスリリースで小橋氏も「ミドリムシは食料品だ
けでなく、化粧品や燃料にも活用できるため、ユーグレナ社とより一層の共同研究を通じ
て、日本農業の新たな可能性に挑戦していきたいと考えております41」とコメントしファ
ミリービジネスとベンチャー企業の提携がスタートした。 
株式会社ユーグレナとの共同研究開発について小橋氏は「短期的な金銭的なリターンで
なく、社会的に必要であると思う仕事に自社が参加することはファミリー企業が永続的に
発展するために必要なことだと思う」と述べている。 
 
図表 5-1-2ユーグレナと取組み42 
 
 
＜新規ビジネスへ取組んだ背景＞ 
現会長と小橋氏は自分達の経験が通用しないくらい世の中の変化が激しく、新規事業を
やらなくては既存ビジネスの頭打ちであり次の世代まで既存の事業が永続的発展はしない
という危機感をもたられていた。 
危機感に加えて小橋氏は、どのようにして 2016 年社長就任時よりもよりよくして次世代
                                                   
40 株式会社ユーグレナ ＨＰ 
41 株式会社ユーグレナ ＨＰ 
42 クラブユニシスホームページ 
に渡すかということが、ご自身のミッションだとご認識されている。周辺・革新領域の新
規事業に取組むことも超長期的な次世代にファミリー企業を繋ぐというスチュアートシッ
プがモチベーションとなっている事が判明した。 
＜理念について＞ 
小橋工業の理念は農家の作業を機械に置き換えるということで現在も引継いでいる。し
かし、新規事業を通じて小橋氏は既存理念の更に上位概念で業務をやっているのではない
のかと認識した。外部環境に応じて小橋工業株式会社のやるべき事も変わっている事がわ
かり、守るべき社訓（行動指標）は引継ぎながら、時代に合わせた理念を再設定しようと
計画しているとのこと。 
＜パートナー＞ 
株式会社ユーグレナ、その他に株式会社リバネスという新しいベンチャー企業がパート
ナーとしている。世の中にとって新しい革新的なことを自社の能力だけで取組むことは限
界があり、小橋氏は後継者にしかできないことを追求する中で外部パートナーと協働する
ことで、小橋工業はまた新しい革新的事業に取組んでいる。 
＜まとめ＞ 
 小橋氏は入社前・後に会社を引継ぐという覚悟を決めるような機会を経ることで強い後
継者としての覚悟、よりよくして次世代に渡すというスチュアートシップが事業に取組む
根幹のモチベーションとなっている。 
既存領域を現会長とコミュニケーションをとる事で先代能力を確り理解し、既存ビジネ
スを認識している。その後段階的に図表 5-1-3 のように小橋氏は先人共存型、後継者主導
型の周辺領域、後継者補完革新型と革新領域の新規事業に取込んでいったことが判明した。
 図表 5-1-3後継者新規事業の分類 
 
(出所)筆者作成 
新規事業ではご自身しかできないこと、社会に必要なことを外部パートナーと組み超長
期的視点で取り組んでいる。また後継者は周辺や革新領域となる新規事業を通じて行動指
標や既存ビジネスを守りながら、時には既存までの理念を超えた行動を経ており、伝統と
変革を実行している。 
理念の再設定をしていた点は大変興味深く、後継者や外部の取り巻く環境に応じてファ
ミリービジネス自体変革している事がわかった。社会課題を解決するためにどういう手段
があるか始めから分かっていたわけではなく、後継者として超長期的にファミリービジネ
スが存続するべく自社だけができる新規事業取組みへの探索が行われていた。 
事業化をする段階でも、株式会社ユーグレナとの事業提携、株式会社リバネスとの未来
を作る出会いは、出会うべくして出会い共同が実行されている。 
 
第二節 三星グループ 
 本節では、服地用織物の企画・製造販売などを手がけ三星毛糸式会社、三星染整株式会
社、三星ケミカル株式会社を纏める三星グループの検証を行う。 
 
＜会社概要＞ 
 岐阜県羽鳥氏を拠点とするテキスタイル三星毛糸株式会社を中心とした三星グループ。
尾張の土地柄を活かした染色に強みがある。生地を染める際、木曽川の清らかな地下水を
くぐらせることで独自の風合いを生み出し、カシミアやシルク、ウール、モヘアなどの高
品質な素材を国内外のブランドに提供している。2012 年から Premiere Vision Paris への出
展をはじめ、2015 年には「Ermenegildo Zegna（エルメネジルドゼニア）」の Made in Japan 
Collection に選出された。同年から自社ブランド「MITSUBOSHI1887（ミツボシ 1887）」
を展開、また製造過程で出た余り糸や布の切れ端を活用するアップサイクルプロジェクト
mikketa（ミッケタ）もスタートしている43。 
三星グループの会社概要 
正式社名 三星グループ 
本社所在地 岐阜県羽島市正木町不破一色字堤外 898 
設立(西暦) 1948 年 
創業(CEO) 1887 年 
代表者(CEO) 代表取締役社長 岩田 真吾 
事業内容 服地用織物の企画・製造販売 
資本金 20 百万円 
三星グループの沿革 
西暦年 内容 
1887 年 岩田志まにより綿の艶つけ業として個人創業 
1931 年 毛織物染色整理加工に発展し三星染整合名会社を設立 
1948 年 三星毛糸株式会社を設立 
1956 年 三星染整株式会社を設立 
1974 年 三星ケミカル株式会社 
2005 年 三星グループを羽鳥市に集約する 
2015 年 MITSUBOSHI1887 自社ブランドを設立する 
2015 年 アップサイクルブランド mikketa を開始 
企業理念 
三星グループの目指すところ 
100 年すてきカンパニ  ー
三星グループの大切にすること 
プロフェッショナルとして働こう 
チームワークを大切にしよう 
ワクワク生きよう 
（出所）筆者作成：三星グループ HP より 
 
 
                                                   
43三星グループ HP 
図表 5-2-1三星グループ既存ビジネス44 
 
 
① 既存ビジネスの認識 
＜後継者の初期価値観形成＞ 
創業から 5 代目を継いだ岩田氏。学校を卒業後、三菱商事とボストンコンサルティング
グループでキャリアを積み、28 歳のときに実家に入社した。小さい時から自分が継ぐだろ
うという思いはずっとお持ちであった。起業という選択肢も外部企業に勤めていた時には
あったが、「会社を興せる人は他にもいるけど、『三星グループ』を次世代に残せるのは自
分にしかできない」という使命感から入社することを決められた。 
＜先代とのコミュニケーション＞ 
若いうちに継ぐほうがよいという先代父親の教訓より、入社 10 ヵ月後に社長就任した。
岩田氏が社長に就任後も岩田氏に任せるというスタンスであり、特段の引継ぎやこれをや
ってほしいという要望はなかった。新規ビジネスに対しても、先代は特に指示はなく既存
ビジネスについては密にコミュニケーションをとっているということである。 
 
② 新規ビジネスの発信 
＜新規ビジネスへの取組み＞ 
まずは既存ビジネスを学ぶことをスタートした。既存ビジネスはある程度完成されてい
た事に加え信頼できる番頭含むメンバーがいることから先代の教え通りに番頭たちに任せ
た。岩田氏ができる事として、既存部門が 130 年に渡ってモノづくりに向き合ってきたメ
ーカーとして、初の最終製品となるストールの新規自社ブランド『MITSUBOSHI1887』を
立ち上げ周辺領域を取組んでいった。新規自社ブランドでパリの合同展示会「トラノイ」
に出展したところ、国内外のバイヤーから好評を得た。自社ブランドの立ち上げは、既存
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工場で働く人たちにとって大きなモチベーション向上につながった。売上以上に自分がブ
ランドづくりに関わっているという当事者意識を社員全員が持つことで、「もっと品質を上
げたい」という向上心も生まれ社内でも前向きなマインドに変わった。 
ファイナンスの視点からも、自社ブランドは自分たちで値段をつけられるため、適正な
利益を得ることが、加えては工場の閑散期に製品をつくれるので、リソースを持て余して
しまうことないスキームを作る事も可能にした。 
周辺領域への取組みはこれだけでは終わらず、外部サポーター株式会社 TAB と協働し
「mikketa」というデザインプロジェクトも行っている。そこでは余り糸や、布の端切れ、
糸巻の芯などを生かしジュエリー・家具・ステーショナリと様々な製品を作り、体験でき
る場所も提供している。 
革新領域への取組み。2017 年カスタムアパレル EC「La Fabric」を運営する株式会社
FABRIC TOKYO へ投資を実行し、その他非公開であるがベンチャーへの投資を数件行っ
た。La Fabric にて培われた D2C（Direct To Consumer）モデルに強みを持つ株式会社
FABRIC TOKYO と連携することで、衣料用生地の一大生産地である「尾州産地」に新し
い知見を共有すると共に、同社の生産面でのネットワーク強化に寄与することができるも
のと考えている45。D2C モデルとは現在のものづくりが各生産工程に分業されており、そ
れぞれに協力体制はあるもののコミュニケーションコストなどが原因で納期がかかり、海
外の勢力に負けている課題に対して、テクノロジーの力を活用することでアパレル生産の
“川上から川下を繋ぐプラットフォーム”の構成である46。 
図表 5-2-2 革新的新規領域への取組みパートナー47 
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＜新規ビジネスに取組んだ背景＞ 
新規ベンチャーに投資をしている理由について尋ねると、「自社も新たな革新的な領域に
トライしたいものの、失敗することが前提であること。加え自分の能力含む自社では対応
できない事だから投資という形で参加した」との事。新規事業を通じて三星グループが今
後 100 年以上続くために次の世代に繋いでいく事、常に新たな事を挑戦し続ける事を目標
として取り組んでいる。 
＜理念＞ 
岩田氏が新規事業に取組むプロセスで、自社理念の再設定を行った。先代まで明解な理
念等はなかったが、新規事業を通じて自社は何なのかという自分自身に沸いた疑問を解決
するために理念再設定された。 
理念を浸透させるべく、社員とも何度も会話する機会を設け理念の再設定に加え浸透を
行っている。岩田氏は理念を設定して、初めて社長になれたと実感したとのこと。 
＜パートナー＞ 
前職三菱商事時代の同期の友人が米国で起業するということで出資したことが革新的領
域への取組みのスタート。その出資した際に他のエンジェル投資の人たちと出会うように
なり、たくさんのその他案件からお声がかかるようになった。 
＜まとめ＞ 
岩田氏は自分自身ができないことをやる覚悟で入社されている。先代とのコミュニケー
ションは多くはない。図表 5-2-3 の様に既存領域を当時の番頭に任せ、岩田氏だから出来
る周辺領域「後継者主導型」、「後継者能力補完型」革新領域の新規事業「後継者能力補完
革新型」というプロセスを踏んでリーダーシップを発揮、新たな領域にトライしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 5-2-3後継者新規事業の分類 
 
(出所)筆者作成 
新規事業については自社の旧体制の製造業だけでは会社存続が難しいという問題定義を
持ち、新しいデジタルの時代についていくべくご自身が外部パートナーと共同し超長期的
視点で取り組んでいる事がわかった。既存では届かなかった革新的領域に取組んで自社の
意義、定義を再設定している。新規事業を通じ理念の再設定をする事で、新たなリーダー
として会社を一つにまとめ、後継者を取り巻く外部環境変化に対応すべく三星グループも
それに応じて変革している。 
 
第三節 株式会社武田産業 
本節では、特殊プラスチックの製造販売、かばん（ランドセル）の製造販売を手がける、
株式会社武田産業の検証を行う 
＜会社概要＞ 
株式会社武田産業は、プラスチックとかばんの 2 つの事業を行っている。プラスチック
部門では、福島県の自社工場（グループ会社の株式会社フォーマンス）にて、遮光ポリオ
レフィンフィルムやポリウレタンフィルムなど高い機能を有するプラスチックフィルムを
製造している。 
合成樹脂に関する高い技術と経験を有したスタッフが、自社フィルムを中心に、合成樹
脂関連商材の手配、2 次加工品の請負まで、ワンストップでお客様のニーズに対応する。 
かばん部門は、創業時の事業である皮革材料及び製品の問屋業からスタートしている。
戦前は軍需用皮革製品、戦後の高度成長期には、一眼レフカメラの革ケースや高級革かば
んの製造・販売をしていた。時代の流れと共に製造も変化し現在では、長年の経験・知識
を活かしてかばん・ケース類の企画、材料選定、調達、生産（OEM）まで一括して請け負
っている。グループ企業の株式会社榮伸では、ランドセルの製造・販売を行っている48。 
株式会社武田産業の会社概要 
正式社名 株式会社武田産業 
本社所在地 東京都中央区日本橋富沢町 8 番 6 号 
設立(西暦) 1958 年 
創業(CEO) 1909 年 
代表者(CEO) 代表取締役社長 武田 美奈子 
事業内容 高機能プラスチックフィルムの製造・販売 
合成樹脂関連製品の販売 
かばん・ケースの企画・開発・生産（OEM） 
かばん関連素材の販売 
資本金 45 百万円 
グループ会社 株式会社フォーマンス 株式会社栄伸 武田商貿有限会社 
売上高 23 億円 
株式会社武田産業の沿革 
西暦年 内容 
1909 年 東京日本橋に皮革製品問屋として武田捨三郎が武田商店を設立する 
1944 年 武田工業株式会社を設立 
1951 年 プラスチック事業に進出 
1958 年 株式会社武田産業設立、武田工業株式会社の事業内容を移管する 
1960 年 武田製作所設立 高級革ケースの製造販売 
1963 年 武田皮革ケース株式会社設立 
1984 年 株式会社栄伸に資本参加 
1995 年 武田商店と武田産業が合併し株式会社武田産業となる 
2008 年 株式会社フォーマンス操業開始 
2011 年 社長交代（武田美奈子） 
企業理念 
経営理念 
売り手よし、買い手よし、世間よし、地球環境を大切に 
人事理念 
和の技術 
他のヒトがやらないことを好んでチャレンジする 
どうしたらできるかを考える 
オンリーワンを目指す 
（出所）筆者作成：武田産業 HP より 
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図表 5-3-1武田産業既存ビジネス49 
 
 
 
① 既存ビジネスの認識 
＜後継者の初期価値観形成＞ 
武田氏は四代目となる。武田氏が 16 歳の時に三代目の父親は他界され、現在武田氏が引
継ぐまでの 20 年間は武田氏の叔父や外部人材が経営し、武田氏の母親がオーナーとして運
営していた。 
武田氏は 2001 年に学校卒業後も、家業を継ぐということは全く考えておらず、自身が好
きなことをやるべく出版社に入社した。出版社でやりたいことをやりキャリアを積み上げ
ていった一方で、武田氏の母親が父親の 3 代目の会社をオーナーとして引継いでいる姿を
横でみており、自分で何か母親を助ける事があるのではないかと思い 2008 年に入社。 
 
＜先代とのコミュニケーション＞ 
直接的な先代とのコミュニケーションはなく 2008 年、武田氏は合成樹脂部に営業として
入社。通常の社員と同じ業務をすることで会社の問題点、製品の強み弱みを把握した。一
般社員と同じ現場のプロセスをする中で自社工場を好きになり、まだまだ改善出来る余地
があると感じた。 
既存部門での営業を進めるが、3 代目が亡くなった後の 1990 年代後半からの 20 年間は
アナログからデジタルの転換期であり、それに対して会社自体が変革できておらず業績は
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どんどん悪化した。会社全体の売上高減はとめることができないまま外部登用社長は退き、
入社して 4 年後の 2012 年に社長に就任した。 
社長就任後、最初にやったことは不採算部門からの撤退、早期退職募集という会社の止
血することがスタートであった。「負け試合は止めよう」止めるのは自分自身しかできない
仕事であったと当時を振り返る。 
従業員面では課題が多かった。新規採用、社内教育もしていないので社員はバラバラで
あったが、一人一人と丁寧に会話する事、待遇も揃える事で文化の統一を図り既存ビジネ
スの新たなベースを作った。 
 
② 新規ビジネスの発信 
＜新規ビジネスへの取組み＞ 
周辺領域。経営に関しては先代も導いてくれる人はおらず、自身の入社後の営業時代の
経験をもとに新規分野の開拓を始めた。フィルム商品に関しては、先人が開発していた商
品を確り丁寧に育て開発を続けて、時代に合わせて商品ラインアップを大きく変更した。
自社の商品はニッチであり当社にしかできないことなので世の中に対する価値はとてもあ
ると信じ続けて商品ラインアップを増やした。 
販売方法に関しても過去は大手富士フィルムや日東電工の下請け OEM から自社商品販
売へと切換えていった。番頭と共に新商品を開発し自社発信型で進めていった。 
新しい商品を開発していくことは番頭さんと二人三脚で行い、特許申請や用途開発など
の新しい業務は殆ど武田氏ご自身で行われた。かばん部門は信頼できる番頭に任せ、新規
開発する商品は自身が先頭をきって社内でチームを作り開発し業績は社長就任後 8 年で大
幅改善させた。 
図表 5-3-2武田産業新規事業取組み50 
 
 
                                                   
50 株式会社武田産業 HP 
＜理念＞ 
過去会社には理念がなかったが、武田氏が社長就任後設定した。設定した理由について
は社長就任時も継続して業績が振るわなかった際に、会社が何のためにやっているのか、
なぜ武田産業は存在するのかを自問自答し続けた。新規商品開発や残ったリストラ後社員
との対話を続け武田氏が自社の価値を理解したことによって理念を再設定した。設定する
プロセスでは、父親である 3 代目が恐らく大事にしてきたであろうことを想定して考えた。
現在再設定した理念は自分自身への戒め、困ったときの導かれるような言葉にもなり会社
を動かす源泉となっている。 
最後に武田氏の仕事に取組むモチベーションは、世の中の課題解決を実現すること。例
えばフードロス、海洋プラスチックの様な社会的課題を少しでも自社の製品を通じて解決
できればと考えている。世の中に必要なことを提供していることは自分自身の喜びであり、
常に武田産業にしかできない事をやり続けていく。 
＜まとめ＞ 
 武田氏は、亡き父親の後株主として苦労していた母親をみて何か役に立てばという事で
入社される。図表 5-3-3 の様に入社後は自社のファミリービジネスの止血、そして既存ビ
ジネスの立て直し「既存共存型」、から番頭と新商品の開発へと周辺新規領域「後継者主導
型」へと新規事業取組みを行っている。 
図表 5-3-3後継者新規事業の分類 
 
(出所)筆者作成 
既存ビジネスの立て直し、周辺事業への新規ビジネスの取組みという事を通じて自社の
ファミリービジネスを再認識し、新たな周辺領域である商品開発を進め自社発信を進めて
いる。そのプロセスでは理念を再設定して、ファミリービジネスとして世の中に貢献でき
ることがあると信じて永続的な発展を目指している。 
 
第四章 株式会社スノーピーク 
＜スノーピークの会社概要＞ 
 アウトドア・ナチュラルライフスタイルプロダクツを販売する株式会社スノーピークに
て検証を行う。 
 当社グループは、当社、連結子会社 5 社及び関連会社 1 社で構成されており、アウトド
アライフスタイルの製品の開発・製造・販売などを主な事業内容としている。 
会社概要 
商号 株式会社スノーピーク 
本社 新潟県三条市中野原 456 
設立 1958 年 
資本金 9,952 万円 
売上高 99 億 1,003 万円（2017 年 12 月期） 
従業員数 322 名（2017 年 12 月 31 日時点） 
代表者 代表取締役社長 山井太 
主たる事業 アウトドア用品、ナチュラルライフスタイルプロダクツ製造販売 
スノーピークの沿革 
西暦年 内容 
1958 年 初代社長山井幸雄が金物問屋として、山井幸雄商店を創業 
1959 年 登山を趣味とする山井は当時の登山用品に不満を持ち、オリジナル登山用品を開発。
全国に販売を開始。 
1963 年 「スノーピーク」を商標登録。 
1976 年 自社工場を設立し、オリジナルブランド展開を行う商社から、メーカーへと変革。 
1986 年 現社長である山井太が入社。オートキャンピング事業に本格参入。 
1996 年 現社長である山井太が代表取締役に就任。同時に株式会社スノーピークに社名変更。
米国法人である子会社を設立。 
1998 年 キャンプイベント「Snow Peak Way」の開始。 
2001 年 ヨーロッパへ輸出を開始し、韓国をはじめアジア市場へ本格参入。 
2003 年 福岡・大宰府と東京・晴海にスノーピーク初の直営店『Snow Peak Store』を出店。 
2011 年 キャンプ場を併設した店舗・工場・オフィスが一体となった「Headquarters」へと移
転。 
2014 年 東京証券取引所マザーズへ上場。 
2015 年 東京証券取引所第一部に市場変更。 
 
 
 
企業理念 
The Snow Peak Way（Mission Statement） 
私達スノーピークは、一人一人の個性が最も重要であると自覚し、 
同じ目標を共有する真の信頼で力を合わせ、 
自然指向のライフスタイルを提案し実現するリーディングカンパニーをつくり上げよう。 
私達は、常に変化し、革新を起こし、時代の流れを変えていきます。 
私達は、自らもユーザーであるという立場で考え、 
お互いが感動できるモノやサービスを提供します。 
私達は、私達に関わる全てのモノに良い影響を与えます。 
（出所）著者作成：スノーピーク株式会社ＨＰより 
図表 5-4-1スノーピークブランド51 
 
 
① 既存ビジネスの認識 
＜後継者の価値観形成＞ 
学校卒業後は外資系商社で新規事業のリーダーとして働かれていた。とてもやりがいが
あり楽しい仕事であったが、一生かけてやる仕事か否かというのは疑問を持たれていた。
ご自身は一生かけてやりたい事は、学生時代アメリカで経験したオートキャンプ「野遊び」
の文化を日本に持ってきて広げることだと決めていた。このオートキャンプがやりたいと
思ったことの根幹は、先代が行っていた山登りやファミリービジネスが行っていた山登り
グッズの販売がある。ファミリービジネスに戻り、野遊びを実現させても良いと考えてい
たタイミングで、先代より帰って来いといわれ入社する。 
＜先代とのコミュニケーション＞ 
先代はスノーピークの前身となる金物問屋「山井幸雄商店」登山用品の開発販売を目的
に創業した。時代の変化に応じて商売内容を変更さ、山井氏が入社した時には売上の 8 割
が釣具の製造卸となっていた。 
1986 年入社して最初に山井氏が行ったことは、創業以来 25 年の決算書をすべて見るこ
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とから始めた。売上は 5 億程度で社員は 15 人、利益は確りでていたが業績は横ばいで経
費を削るだけ削って利益を確保しているという状態。先代からは既存部門の釣り具製造販
売を引継いでほしいとお願いされたが、山井氏はキャンプ関係の新規事業をやりたかった
ので既存部門を引継ぐ事を断り、3 年間新規事業をやることで先代と合意した。 
早速、新規商品開発を進めるが、そのプロセスで山井氏が先代に提案したものは悉く却
下された。10 回却下され、11 回目に 100 万円の受注をとって提案した事から先代の許可
を貰い、そこから商品開発の製造販売がスタートした。山井氏は当時の先代と新規製品開
発を通じたコミュニケーションは「直接の指導等はなにもなかったにしてもそのプロセス
で商売の工夫やリスクマネージメントをする、また製造者とのリレーションを築くことの
大切さを先代が教えてくれたと思う。」と当時を振り返る。 
 
② 新規ビジネスの発信 
＜新規事業への取組み＞ 
周辺事業の強化。山井氏は早速当時のキャンプの日本国内のイメージであった貧しく汚
い印象から、米国で経験した快適なキャンプ文化を根付かせるべく商品開発をスタートし
た。全体構想から設計まで山井氏自身が行い、一年半かけし新製品 100 個を開発した。営
業も開発もすべて全部ひとりで行い、開始から 3 年で先代が行っていた既存ビジネスを上
回る売り上げを作る事に成功した。 
革新領域への取組み。オートキャンプブームに乗ってキャンプ用品の製造販売で急成長
した後ブームも終わり、売上げは伸び悩んでいた。優れたモノやサービスを企画制作でき
ていたが、ユーザーにその価値を伝えるためのプロセスが不十分であった52。第三者であ
るユーザー様と共同するべく直接会話をするイベント「スノーピークウェイ」を行った結
果、問題点は最終販売価格とラインアップの充実だと理解した。その問題点を改善すべく
既存までの問屋取引をやめて中間マージンを圧縮することで価格を下げ、量販店のような
場所を含めて1000箇所で取り扱っていた商品を、優良な250箇所での販売に絞り込んだ。
最大でも車で 1 時間以内の範囲に、従来と比べて 3 割安い価格ですべての商品を購入でき
る体制をつくった結果、再度売上を戻す事が出来た。スノーピークにとって真の意味での
ユーザー主義を始める事が出来た。 
その後も 2014 年にマザーズ上場し、2015 年には東京証券取引所第一部に市場変更する
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まで成長している。現在もユーザーと直接会話をする事で顧客まで巻き込み、革新的なラ
イフスタイルである「野遊び」を提供する企業になっている。現在ではサントリー食品と
は飲料水、リノベ不動産とはキャンプのある都市型住宅、つくば市他様々な企業と協働し
ている。 
 
図表 5-4-2スノーピーク革新的領域への取組み商品53 
 
 
＜新規ビジネスに取組んだ背景＞ 
 山井氏自身が一生をかけて取組みたいことは、先代から引継いだ既存ファミリービジネ
スとリンクしており入社後から一貫して快適なアウトドア「野遊び」を提供する事である。
ファミリー企業に戻り新規ビジネスに取組んだことは必然であった。 
 現在はキャンプ用品というものを企画販売しているが、今後理念に設定している「野遊
び」を通じたサービス商品が販売できることを信じている。 
＜新規事業チームの形成＞ 
 スノーピークにとって事業チームはユーザーである。スノーピークウェイとイベントを
称してユーザーと直接キャンプを行い商品のフィードバックや商品開発を進め、ユーザー
との絆がより深まり、それがユーザーとのコミュニティの構築へとつながり、ユーザーか
らのフィードバックが入り続けるようになった事で、顧客価値を上げるうえで不十分な点
を即座に改善できる体制を構築する事を可能にしている。真にキャンプを愛し「野遊び」
を賛同しているメンバーでスノーピークチームはできている。 
＜理念＞ 
山井氏はスノーピークウェイとして理念を再設定されている。その内容には「自らもユ
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ーザーの立場で考える」「新たなキャンプのスタイルを提唱する」としており、この根幹と
なるいくつかの概念は先代の「本当に欲しいものを自分で作る」「自らもユーザーであると
いう立場で考える」という先代から教わった姿勢をベースに作り上げたものである。 
高い目標である理念、すなわち「ミッション」を作成し掲げることは大事だが、1989
年に制定した理念が浸透するまで 15 年間を要した。理念を浸透させる為に、日々の業務
において、現場の従業員がこれは理念に沿っているか、すなわちスノーピークがやるべき
ことかどうかを判断する基準になる物差しとしても使うことによって真の理念経営を実現
している。 
＜まとめ＞ 
山井氏は入社前・後から一貫してファミリービジネスの創業時のキャンピング用品を革
新的なおしゃれで機能的なものを世に出すという強い意志で入社されている。 
入社後は段階的に図表 5-4-3 のように山井氏は後継者主導型の周辺領域から後継者補完
革新型の革新領域の新規事業に取込んでいったことが分かった。 
 
図表 5-4-3後継者新規事業の分類 
 
(出所)筆者作成 
新規事業ではご自身しかできないこと、社会に必要なことをユーザーと協働し超長期的
視点で取り組んでいる事が判明した。また後継者は周辺や革新領域となる新規事業を通じ
て行動指標や既存ビジネスを守りながら伝統と変革を実行している。 
本インタビューでも理念の再設定をしており、後継者や外部の取り巻く環境に応じてフ
ァミリービジネス自体変革している事がわかった。野遊びを浸透させていくために、先代
の創業精神から培われた伝統を守りつつ、理念を確り構築する事で今後も変化するファミ
リービジネスの革新は続いていく。 
 
第五節 事例研究まとめ  
ファミリービジネスの後継者が新規事業に取組んでいる 4 つの企業へのインタビューを
通じて、ファミリービジネス後継者の新規事業開発プロセスについての詳細が明らかとな
った。 
第一項 既存ビジネス認識について 
＜後継者の価値観形成＞ 
後継者にはそれぞれの思いや先代とのコミュニケーションがあり、その先代との関係性
やファミリービジネスとの関係に基づいて後リーダーシップやスチュアートシップが形成
されている事がインタビューした 4 社すべてから確認できた。 
＜先代とのコミュニケーション＞ 
物理的に直接あった場合や、そうでない場合もあり先代とのコミュニケーション方法に
違いはあった。しかし共通している事は、後継者は先代たちの考えを踏襲もしくは先代だ
ったらこういうだろうと想像した後に、自身でしかできないこと考え答えを出した行動を
していた事である。自分の意見だけで物事を進める事はない。 
先代とのコミュニケーションを通じて既存ビジネスやファミリービジネスの課題が認識
されていた事により、既存ビジネスの課題や自身のやりたいことを発見し、新規事業に取
組むモチベーションやファミリービジネスの危機感に繋がっているケースもあった。 
特に小橋工業では先代と徹底的に会話をする事で、先代であったらどうするのであろう
か、またそれは自身ではできるのであろうかという事を後継者自身が確り納得した上で引
継いでいる。 
 
 
 
 
図表 5-5-1 各事例における価値観の形成と既存ビジネスの課題認識 
対象 価値観の形成 
既存ビジネスの課題認識 
先代とのコミュニ
ケーション 
小橋工業 
小橋氏 
青年期におこなった家族会
議 
既存部門以外の長期戦略 
◎ 
三星グループ 
岩田氏 
小さい時から継ぐ事を考え
ていた 
素材メーカーとしての長期
的戦略 
× 
武田産業 
武田氏 
母親との会話、 業績、不採算部門からの撤退 
× 
スノーピーク 
山井氏 
野遊びを人生の仕事にした
かった 
商品開発能力 
〇 
（出所）筆者作成 
 
第二項 後継者新規事業取組みについて 
＜新規事業取組みについて＞ 
既存領域を認識した後にタイミング、プロセスは違うが後継者は自分でしかできないこ
とを探索する中で、共通してファミリービジネスを超長期的な目線で永続的に発展に寄与
しよう具体的には引継いだ時よりよりよくして次世代に渡すという志をもっている。それ
が、後継者の新規事業に取組む根源になっている事がインタビューから判明した。 
4 社の新規事業取組み領域ついてはどの後継者も革新的領域から取組んだ後継者はおら
ず既存ビジネスを理解した上で周辺、時には革新領域へと段階的に外部パートナーを巻き
込み移動していた事がわかった。 
特にスノーピークの山井氏はご自身がファミリービジネスでやりたいことが当初から明
確になっている事から早期から周辺領域の取組みで能力を高め、更なる成長を求め、外部
サポーターとしてユーザーを直接巻き込む仕組みを作り、革新的領域で商品開発販売を行
っている。その後もたくさんの外部サポーターと協働することで新たな価値を創出し続け
ている。 
新規事業を取組む中で 4 社とも理念の再設定をしている事が判明した。理念を再設定す
る事が後継者のファミリービジネスを理解し新たな使命となり、新規ビジネス取組みの根
源となっている。周りからは一見飛地に見える革新的領域も、理念を再設定することがで
きれば取組むファミリービジネスとして取組む領域になる場合もあり、出資や共同開発を
する事を通じて取込む事を可能にしている。 
＜パートナーについて＞ 
 社内、社外問わずパートナーの存在は確認することができた。後継者主導型で周辺領域
を取組むについては社内社外パートナーを問わないが、革新的領域に取組むには外部パー
トナーが必要であることをインタビューから導き出す事が出来た。特に、スノーピークに
ついてはユーザーを巻き込むという事で、作り手・使い手がチームとなり革新的なことを
行っている。いかに後継者当該人だけでは革新的な事象に取組ができないのかが判明した。 
 
図表 5-5-2 各事例における新規事業取組みとチームの形成について 
対象 周辺領域への取組み 革新領域へ取組み 外部パートナー 理念再設定 
小橋工業 
小橋氏 
後継者主導型 後継者補完革新型 
ユーグレナ 
リバネス 
〇 
三星グループ 
岩田氏 
後継者主導型 
後継者補完型 
後継者補完革新型 
地場取引先 
FABRIC TOKYO 
〇 
武田産業 
武田氏 
後継者主導型 無し 
番頭さん 〇 
スノーピーク 
山井氏 
後継者主導型 後継者補完革新型 
スノーピーカー 
サントリー他 
〇 
（出所）筆者作成 
 ではどのような外部パートナーがファミリー企業には好ましいか。上記の小橋工業、三星グ
ループについてはベンチャー企業とマッチングしている。これはファミリー企業とベンチャー
企業が必要としているものが一致しているという事が理由としてあげられる。具体的には、フ
ァミリー企業はノウハウがあるが新しい市場に挑戦できる発想が欲しい、ベンチャー企業は新
しい市場に挑戦できる発想があるが、資金やノウハウはないという事であり両者の足りない点
が合致している点である。加えて、ファミリービジネス後継者、ベンチャー企業創業者共に意
思決定権を有している為、スピードが速く決定を下せることもとても優位に働くことも可能性
としてある。以上のことからも、ファミリー企業は外部パートナーとしてベンチャー企業を巻
き込むことは、非常に相性が良いという事が考察できる。 
 ベンチャー企業とファミリー企業が出会うべく出会うには、ファミリー企業が長期的にどの
ような企業にしたいのかという後継者の思いや志がなければ、自社を発信する事も出来ず巻き
込むこともできない。いかにファミリービジネス後継者は自社をどのようにしていきたいかを
決める事が重要であるかも同時に示唆される。 
 
第六章 考察 
4 社へのインタビューによる事例研究の結果、初期仮説から修正する部分と新たに発見
した内容について、ファミリービジネス認識から新規事業発信への取組みまでを検証する。 
  
第一節 仮説の修正 
当初仮説においては、ファミリービジネス後継者の新規事業開発に関して後継者と外部
メンバーとの組み合わせを固定的なものと捉えていた。しかし、事例研究で分析した通り、
どのパターンにおいても最初から最後まで固定化された組み合わせではなく、外部環境と
後継者の能力・リーダーシップに応じて周辺、革新領域を外部メンバーと共に取組み進展
することで、後継者の役割が遷移していくことが重要である事が分かった。 
他方、入社した直後から革新領域に取組むケースはなかった。つまり、後継者能力リー
ダーシップ力、ファミリービジネス既存メンバーの賛同を鑑みると、革新領域から取組む
事はリスクが高い行為であり、避けた方が好ましい事を示している。あくまで、能力やリ
ーダーシップ力を既存、周辺領域で取組み強化したうえで革新領域に取組むべきであるこ
とは 4 社のインタビューからも考察される。 
特に外部パートナーを巻き込む後継者能力補完革新型の場合、ファミリービジネスの取
組む領域が爆発的に増える事よりビジネスチャンスが広がることは間違いない。後継者は
どのステージであれ自分の能力やリーダーシップを高め続ける必要があることを肝に銘じ
なくてはならない。取組む外部パートナーについては、一般的にはベンチャー企業と組む
ことも一つの方法であることも理解する事が出来た。 
 以上のことから以下を修正仮説としたい。 
＜修正仮説＞ 
①「後継者は既存周辺領域で能力・リーダーシップを高めた後に、革新領域新規事業に柔
軟に取組むべきである。」 
② 革新領域に取組む際には、外部パートナーを巻込み取組むべきである。」 
 
第二節 新たな仮説の導出 
 インタビューを通じた仮説の検証から、革新的領域に取組む際には後継者は、社内だけで
なく外部メンバーを巻き込む力も求められている事が明らかになった。しかし新規事業に
取組む後継者とインタビューを重ね仮説を検証する中で、後継者が新規周辺領域や革新領
域を柔軟に取組み推し進めることができる真の原動力は何なのか？という疑問を持ち、イ
ンタビュー結果から新たな仮説を導出する。 
今回のインタビューの結果、全インタビュー先に共通した事象は後継者が受け継いだ時
よりもさらに良くして次世代に渡すという超長期的な視点でのスチュアートシップがファ
ミリービジネスを引継ぐ事の中心にある事がわかった。これは第二章で述べたファミリー
ビジネスの強みとして挙げられている強みの部分と合致している。 
そして、後継者の具体的な入社後のプロセスとしては新規・既存事業を行うプロセスで
後継者が自社を理解し外部環境に応じて各後継者が自社や理念を再設定行っていた事であ
る。つまり、図表 6-1 の様に入社後後継者は自社を認識するフェーズ、そして外部環境に
応じて再設定するフェーズ、自社のファミリービジネスの発信フェーズと三段階の段階を
踏んでいる事がわかった。 
図表 6-1後継者の三段階プロセス 
 
（出所）筆者作成 
 
よりよくして次世代に繋ぐという後継者の思いのもと、過去から引継いできた既存ビジ
ネスを後継者が認識する。その後に新たに自社や外部環境の変化に合わせて、特に理念を
再設定する事で、その時代や自社の能力に合った新規領域に果敢に取組む事が出来ること
が判明した。自社や理念を後継者が確り再設定する事は、取組んでいる既存ビジネスはも
しかたらファミリービジネスの社会に対して取組むべき価値提供の一角であり、様々なこ
とに取組むことを可能にさせる。よりよくして繋ぐという前提のもと、後継者が理念を再
設定する事によって周辺・革新領域に対して高い志と使命感を持ち取り込む原動力になる
のではないか。自社理念再設定をすることが後継者の新規事業取組む領域を広げられる方
法ではないかと考える。 
＜新たな仮説＞ 
・「後継者は自社理念を再設定することで、新規事業取組む領域を広げる事ができる。」 
 
第三節 新たな仮説の検証 
前節で導出した新たな仮説を検証するべく、第 5 章第二節でインタビューした三星グル
ープの岩田氏に再度インタビューを行った。 
岩田氏は先人が築き上げてきた信頼を土台とし、これからも 100 年を超えて持続可能な
「人と素材の素敵な関係」を創っていくことを目指し「100 年素敵カンパニー54」と自社の
理念を再設定した。 
ファミリービジネス後継者が理念を再設定する必要性について岩田氏は自社理念の再設
定を行ったことは、自身において大きな転換点であったと振り返り、以下の様に述べてい
る。 
「ファミリービジネス後継者が先代から受け継いだ業務は、自社ファミリービジネスの
取組む業務の氷山の一角かもしれません。時代の変化と共にファミリー企業も変化する必
要があるため、後継者は既存ビジネスの根底にある自社の理念を自身の言葉で再設定する
必要があります。自社の根底にある理念を再定義する事ができれば、一見他人からみれば
既存ビジネスと違う飛地の様な新規事業であったとしても、自社理念に沿っていれば果敢
に後継者は挑戦する事が出来ると考えています」。 
岩田氏も数々の周辺新規事業取組みを経て、自社の認識のプロセス、長期的視点で自社
理念を再設定するフレーズを経ることで、周辺領域だけでなく革新領域にも果敢に新規事
業として取組めている事がわかった。 
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第七章 結論及び結論の限界 
第一節 結論 
本研究では、ファミリービジネス後継者の新規事業創造プロセスにおける、具体的な後
継者の取組みを明らかにした。 
 ファミリービジネス後継者は、そのファミリービジネスの環境に応じて新規事業に取組
み、リーダーシップ能力を高めやビジネスの根源を作る必要がある。時には、外部パート
ナーを巻き込み周辺、革新的な領域に果敢に取組み、そのプロセスの中で、後継者が外部
や内部環境に応じて自社ファミリービジネスを認識した後に理念を再設定行う事が新規事
業取組み領域を広める事を可能にする手段だと示すことができた。 
後継者が継続して新規事業に取組み、守るべき伝統を守り、時代に合わせて変革する。
後継者が新しい事に挑戦し伝統を守りながら変革を起こす事がファミリービジネスには求
められている事が示唆された。 
 
第二節 結論の限界 
本研究は、ファミリービジネスの後継者が永続的にファミリービジネスを発展させるた
めに後継者の新規事業の取組みプロセスとそのプロセスの重視点を主に研究するものであ
るが、以下の課題がある。 
 一つ目に、インタビュー先各社のファミリービジネスの外部環境による違いについては
検討していない点である。自社環境や外部環境の違いにより後継者がとる行動も変わって
くるが、その部分まで詳細に分からない点に限界がある。 
 二つ目に、あくまでもインタビューによる定性分析を中心としている点である。インタ
ビューでは、定量的な裏付けが困難であり、今回の研究でも質問や解答に偏りやばらつき
があるのか明確でない点に限界がある。 
 最後に、後継者の新規事業取組み段階のみを研究の範囲としているため、それが市場で
確り評価され永続的に繰り返されているか考慮されていない点である。市場で普及する際
には、消費者や顧客が確り受け入れ、社会に広がっていく中でどのように普及するかにつ
いて検討されていない点に限界がある。 
 第八章 自社への提言 
本節では、皮革材料卸、食肉卸加工を行う自社川村通商株式会社への提言を行う 
＜会社概要＞ 
川村通商株式会社は、皮革材料卸と食肉加工卸の 2 つの事業を行っており現在全国六か
所に拠点を持つ。皮革材料では革の鞣し薬品の輸入販売、皮革の販売を主に行っている。
特にランドセル革の業界シェアは高く、年間 15 万人程度の児童にランドセル革を提供し
ている。食肉卸加工では鶏肉や豚肉や豚脂などをハムソーセージメーカーに販売する事を
行っている。 
川村通商株式会社の会社概要 
正式社名 川村通商株式会社 
本社所在地 東京都台東区浅草橋 3-27-9 
設立 1932 年 
創業 1912 年 
代表者 代表取締役社長 川村 洋三 
事業内容 食肉販売 
ケーシングの加工販売 
皮革用の薬品販売 
皮革販売 
靴資材販売 
資本金 95 百万円 
売上高 70 億円（2018 年 6 月期） 
川村通商株式会社の沿革 
西暦年 内容 
1912 年 大阪市にて川村商店を創業 
1932 年 資本金 30 万円の株式会社川村商店として組織変更 
1938 年 本社を東京に移転 
1948 年 福岡営業所開設 
1958 年 姫路営業所開設 
1959 年 札幌営業所開設 
1962 年 ソーセージケーシングの輸入販売開始 
1969 年 川村通商株式会社に商号変更 
1971 年 台東区浅草橋に本社ビル 
1994 年 東墨田倉庫を建築 
2004 年 川鉄商事より靴 OEM 事業を買収 
2008 年 ミドリオートレザー株式会社とランドセル革販売代理店契約締結 
（出所）筆者作成：川村通商株式会社 ＨＰより 
 
 
 
図表 8-1川村通商の既存ビジネスについて55 
 
創業時は、繊維染料屋であったが、染料で取り扱う商材の一つが革の鞣しに転用できる
という事がわかり、そこから皮革の鞣し薬品業に転向する。戦前、戦後と軍需に伴い国内
皮革産業は大きく飛躍し、それに伴い自社の販売も増えた。しかし現在では革の生産地が
中国やアジアにシフトし皮革鞣し薬品販売業は初代二代目と黄金期を経て、衰退期を迎え
現在は全盛期の売上げの 5％程度まで減少した。 
現在三代目社長である父親は、そのような創業ビジネスが衰退していく環境下、社内ス
タートアップを行い第二創業として食肉部門を立ち上げた。皮革関連でも創業時の鞣し薬
品だけでなく周辺事業の多角化を進め、皮革販売、靴材料まで取り扱う様になり二代目と
現在の三代目での業務内容は大きく変えることに成功し、現在に至っている。 
 
＜当研究の示唆からの今後の自社への提言＞ 
今回の研究を通じて、ファミリービジネスの後継者は、外部環境や後継者能力に応じて
新規事業へ取組む事が重要であることが示唆されている。そして後継者が、既存ビジネス
を認識し理念を再定義し、発信していく中で外部パートナーを巻き込み、革新的領域にも
取組む事が重要であることが示唆された。 
川村通商株式会社においても、後継者である筆者が新規事業に取組むことは当然有効で
ある。創業から 100 年以上たっており、創業時の既存ビジネスが衰退のステージになって
いる事、現社長も多角化、社内創業する事でファミリービジネスを現在まで存続させてき
ている事からも新規事業の取組みの重要さは明確でもある。 
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後継者である筆者は図表 8-2 の様に既存周辺領域に先人共存型を中心に後継者主導型、
後継者能力補完型と新規事業に取組んできた。 
 
図表 8-2後継者新規事業の分類 
 
（出所）筆者作成 
 
例えば、後継者主導型として既存革販売を BtoBのみであったものを BtoCや WEB販売で
周辺領域に進めている。加えて後継者能力補完型として第三社サポーターの巻き込みとし
てベンチャー企業であるビーサイズ株式会社と協働して子供のトラッキングシステムの販
売を進めている。 
図表 8-3周辺領域の取組みについて56 
 
ビーサイズ株式会社との取組みに関しては、既存ランドセル革素材のみを我社はお子様
に提供していたが、本当にランドセルを持つお子様には何が必要かという事を再定義し、
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ランドセルという商品だけでなく、子供を見守るシステムも必要ではないかという問題意
識から新商品の開発提案を行っている。現在では徐々に認知度が上がり、契約件数も増え
てきている。 
筆者は現在、既存・周辺領域を取組みながら自社の認識を深めているフェーズである。
今後自社理念の再設定を行い、発信をしていかなくてはならない。未だ明確な自社の理念
を再設定する答えはでていないが、これから時間をかけて取組んで参りたい。 
当研究を通じても示唆されたように、後継者である筆者が新規事業を通じて能力、リー
ダーシップを高める事、また理念を再設定させることで取組む領域を広げる事がファミリ
ービジネスの永続的発展につなげるカギとなる。 
ファミリービジネス後継者が新規事業を起こすことは容易ではない。しかしファミリー
ビジネス後継者だから出来る長期的な視点での事業は、新しい可能性を提供するものであ
り、今後の日本や世界に社会的価値を創出できると確信している。 
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